
 

1 申請について  

 ・ 申請者は、原則として境界を確認したい土地の所有者となります。 

 ・ 申請は、事務代行者を通じて行ってください。 

   

2 事務代行者について  

 ・ 市では、境界立会いを実施した際に、境界座標等を記した確定図を提出していただきます。 

これは、将来における境界確認業務の基礎資料となりますので、分筆登記等をしない場合

も、有資格者である土地家屋調査士に境界確認を依頼してください。 

 

3 申請書類  

 ① 官民界立会申込書（様式第 1号） 

 ② 位置図（申請地を示したもの） 

 ③ 公図写し（法務局発行のもの） 

 ④ 公図写しに次の事項を記載したもの 

  ア 申請地を赤色で囲い、境界確認箇所を明記 

  イ 申請地、隣接地※1及び対側地※2の登記情報（登記名義人、地目、地積） 

  ウ 境界確認に必要な範囲で市有地の登記情報（登記名義人、地目、地積） 

 ⑤ 地積測量図（申請地、隣接地及び対側地に登記されたもの） 

 ⑥ その他市長が必要と認める書類 

  ※1 申請地と市有地の双方に隣接する土地のこと 

  ※2 確認しようとする境界を挟んだ申請地の反対側の土地のこと 

  

4 立会いに出席いただく方  

 ① 隣接地の所有者 

 ② 対側地の所有者 

 ③ その他市長が必要と認める者 

 ・ 申請者は原則として立会いに出席してください。やむを得ず欠席する場合には、事前に関係

地権者に説明を行ってください。 

 ・ 立会いに出席できない場合、代理人に委任することができます。ただし、委任される際には、

委任状（様式第2号）を提出してください。 

  

5 立会いの日程について  

 ・ 事前調査や事務連絡等の期間を十分にとって日程を決めてください。（申請から 2 週間以

上はあけてください。） 

 ・ 関係者への連絡は、申請者（事務代行者）が行ってください。 

 ・ 立会いの時間は、「午前9時30分から」または「午後 1時30分から」を基本としています。 

なお、冬季や市役所から距離のある場所での立会いは、「午前 10時から」または「午後 2時

から」でお願いしています。 

境 界 立 会 い の 留 意 点 



 

6 境界の合意について  

 ・ 境界立会いを行い、地権者全員の同意が得られたところで同意書（様式第 3 号）に署名をし

ていただきます。（署名は出席者本人の自署により行ってください。） 

 ・ 当日、代理人の選任がないまま出席しない地権者がいた場合、申請者（事務代行者）が十分

な説明をした上で、同意書に署名をいただいてください。 

 ・ 地権者全員の同意がない場合は、境界の確定ができません。不調として取り扱いますので、

申請者（事務代行者）から関係地権者へ不調であった旨を連絡してください。 

 ・ 境界の合意があった場合、官民境界には「千曲市」と表記された境界標を設置してください。 

（境界標は市で用意したものをお渡しします。） 

  

7 境界確定図について  

 ・ 事務代行者は、境界が確定した後、速やかに官民境界を明示した境界確定図を提出してく

ださい。（１か月を目処に提出がない場合は、市から連絡させていただきます。） 

 ・ 境界確定図には、次の事項を記載してください。 

  ① 辺長 

  ② 座標値 

  ③ 引照点 

  ④ 設置した境界標の種類（新設または既設についても記載） 

 ・ 境界確定証明書は、任意様式となります。必要部数プラス市控え分をご提出ください。 

  

8 良くあるご質問  

 Ｑ 境界立会いは、必ず行う必要がありますか。 

 Ａ 一定の要件を満たした場合、立会いを省略できることもありますが、土地の境界は後の紛争

に繋がりますので、原則として立会いを行ってください。 

 Ｑ 立会いは、市が主導してくれますか。 

 Ａ いいえ。市は、一地権者として出席します。そのため、立会手数料もいただいておりません。 

 Ｑ なぜ対側地の地権者の出席が必要なのですか。 

 Ａ 市は、市民の共有財産である道水路の機能維持のため、公図等で決まった幅員を確保する

必要があります。 

申請地のみの立会いにより境界を決めた場合、対側地との境界も自動的に決まってしまい、

対側地の地権者が不利益を受ける可能性があるため、必ず立会いをお願いしています。 

 Ｑ 遠方の地権者も必ず出席が必要ですか。 

 Ａ 委任状による代理人が選任されていない場合は、原則出席をお願いしていますが、写真等

の確認で良いと地権者本人がおっしゃる場合は、出席不要です。 

（ただし、同意書は必ず必要です。） 

 Ｑ 一部地権者が立会いの出席を拒否している場合は、どうなりますか。 

 Ａ 将来に向けての紛争が予想されますので、立会い自体を不成立とします。 


